
１　　日　　時　　　令和５年７月４日（火）　午後３時００分

２　　場　　所　　　北広島市役所　３階 会議室 ３C

第 １ 回　 固定資産評価審査委員会

北　広　島　市　固　定　資　産　評　価　審　査　委　員　会

議　　　案　　　書

令　　和　　5　　年　　度



１　　　開　　　会

２　　　委員及び職員の紹介

３　　　委員長の選任について

４　　　職務代理者の指定について

５　　　書記の任命について

６　　　議事録署名委員の指名について

７　　　報告

第１号　令和５年度固定資産評価概要及び縦覧等の結果について

第２号　令和５年度市税条例の改正について

第３号　令和４年度固定資産評価審査委員会活動報告について

８　　　その他

９　　　閉　　　会

　　　　　　会　　　議　　　次　　　第



 

 
 

 
 

令和 5年度固定資産評価概要 
及び縦覧・閲覧結果について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

北広島市総務部税務課 
固定資産税 土地係・家屋係 
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＜ 令和 5年度の固定資産税の縦覧・閲覧について ＞ 
 
１ 縦覧と閲覧について 
(１) 土地価格等・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧について 

平成 15 年度から「土地価格等縦覧帳簿」「家屋価格等縦覧帳簿」により、

固定資産税の納税者が土地又は家屋の価格を縦覧できるようになりました。 

 

(２) 固定資産課税台帳の閲覧について 

平成 15 年度から納税義務者や借地人・借家人等は、関係する課税台帳を

通年にわたり閲覧することができるようになりました。 

 

２ 縦覧、閲覧申請の件数について 
(4 月 1 日～5月末日時点) 

年 度 縦覧帳簿の縦覧 課税台帳の閲覧 

H16 0 135 

H17 1 140 

H18 1 134 

H19 0 106 

H20 1 91 

H21 1 151 

H22 1 104 

H23 1 129 

H24 2 264 

H25 2 113 

H26 3 103 

H27 1 115 

H28 0 130 

H29 0 96 

H30 0 157 

H31 0 135 

R2 0 117 

R3 1 131 

R4 0 139 

R5 0 143 
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< 令和 5年度土地に係る固定資産税について > 
 
１ 土地の固定資産評価額について 

固定資産税の評価額は、地方税法上 3年ごとに評価の見直し（評価替え）を

行い、評価替えの年の評価額を 3 年間据え置くこととなっています。（前回：

令和 3年度） 

なお、地価が下落し、地価調査基準日の価格を下回った場合は納税者にとっ

て不利益となることから、評価替え以外の年度でも、地価の変動率が大きい区

域については調査を行い、地価の下落が見られる場合は、特例措置として評価

額を時点修正しています。 

 

２ 市内における土地（宅地）の状況について 

(１) 不動産鑑定から見た状況 

市街化区域 143 地点の令和 2年 1月 1日（地価調査基準日）から令和 4年

7月 1日までの 2年半の変動では、全体で 41.5％の上昇となっています。 

普通住宅では、北広島団地地区の 48.3％が最も上昇率が大きく、順に西

の里地区が 43.5％、東部地区が 42.4％となっています。大曲地区及び西部

地区についても他地区と同様の上昇傾向にあります。 

用途地域別では、商業地区が 40.8%、普通住宅地区が 44.0％の上昇となっ

ており、用途を問わず、価格の上昇が見られる傾向となっています。 

 
 
○不動産鑑定：R2.1.1～R4.7.1 の 2 年半の変動率 

用途 
地区 

市  街  化  区  域 
全  体 商業地区 普通住宅 併用住宅 工業地区 

東   部 39.3% 44.3% 42.4% 42.8% 22.9% 

北広島団地 46.7% 41.4% 48.3%   

大   曲 39.3% 30.7% 41.6% 33.4% 38.9% 

西   部 38.6%  42.0% 29.3% 29.8% 

西 の 里 44.5% 46.0% 43.5% 47.6%  

市内全域の 
平均変動率 41.5% 40.8% 44.0% 39.0% 30.4% 
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(２) 地価公示価格（国土交通省）から見た状況 

市内においては、昨年から 1地点（No15.共栄町 3-13-9）追加され、20 地

点について地価公示価格の公表がありました。 

令和 4 年 1 月 1 日から令和 5 年 1 月 1 日までの 1 年間で、全体で 25.7％

（昨年は 18.3％）の上昇となっております。 

用途地域別では、普通住宅地区は 28.4％（昨年は 20.4％）の上昇、普通

商業地区は、26.7％（昨年は 19.0％）の上昇となっており、普通住宅地区

及び普通商業地区ともに上昇率が高くなっています。 

 

 

○地価公示価格：R4.1.1～R5.1.1 の 1 年間の変動率 
（単位：円/㎡） 

No 地         番 用途地域 R5 価格 R4 価格 変動率（％） 

1 共栄町１－１０－３ 普通住宅 59,800 46,000 30.0 

2 山手町５－３－７ 〃 29,300 23,000 27.4 

3 大曲柏葉３－５－１９ 〃 37,300 29,000 28.6 

4 美沢３－４－８ 〃 60,800 47,000 29.4 

5 朝日町４－３－１０ 〃 47,000 37,000 27.0 

6 東共栄２－２０－５ 〃 38,500 29,800 29.2 

7 大曲南ヶ丘３－１４－５ 〃 41,000 32,000 28.1 

8 大曲緑ヶ丘４－１－３ 〃 30,500 23,800 28.2 

9 白樺町２－５－７ 〃 36,500 28,300 29.0 

10 輪厚中央１－６－１０ 〃 17,800 13,900 28.1 

11 西の里東３-８-８ 〃 41,800 32,500 28.6 

12 新富町西２－３－１５ 〃 38,000 29,900 27.1 

13 大曲末広２－６－１４ 〃 41,800 32,600 28.2 

14 北進町３－３－４ 〃 69,500 53,800 29.2 

15 共栄町３－１３－９ 〃 50,000   

 普 通 住 宅 地 区 平 均 変 動 率 28.4 

16 西の里３１０－１外 調整区域 9,700 8,500 14.1 

17 輪厚６０７－４３ 〃 7,800 7,300 6.8 

 調 整 区 域 平 均 変 動 率 10.5 

18 中央２－１－２ 普通商業 55,000 44,000 25.0 

19 栄町１－１－３ 〃 86,000 67,000 28.4 

 普 通 商 業 地 区 平 均 変 動 率 26.7 

20 北の里１１－３ 中小工業 14,000 12,000 16.7 

 中 小 工 場 地 区 平 均 変 動 率 16.7 

 市 内 全 体 平 均 変 動 率 25.7 
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(３) 地価調査価格（北海道）から見た状況 

市内においては、12 地点について地価調査価格の公表がありました。そ

のうち 1 地点は地点変更がありました。（No8.共栄町 4-18-2、旧:共栄町

1-13-12） 

令和 3 年 7 月 1 日から令和 4 年 7 月 1 日までの 1 年間で、全体で 23.4％

の上昇となっており、一昨年 9.7％の上昇、昨年 15.1％の上昇と比較すると、

上昇率は拡大しました。 

市内各地域と用途地域別で見てみると、普通住宅地区は市内全域で上昇傾

向にあります。また、中小工場地区でも、大曲地区の工業団地が 19.0％の

上昇となっており、一昨年 16.1％の上昇、昨年 16.7％の上昇と比較すると、

引き続き上昇傾向にあります。 

 

 

○地価調査価格：R3.7.1～R4.7.1 の 1 年間の変動率 
（単位：円/㎡） 

No 地         番 用途地域 R4 価格 R3 価格 変動率（％） 

1 虹ヶ丘４－８－１５ 普通住宅 57,500 46,300 24.2 

2 共栄町４－８－２３ 〃 38,500 29,800 29.2 

3 稲穂町東６－１－１４ 〃 47,500 36,800 29.1 

4 若葉町３－３－４ 〃 34,200 26,500 29.1 

5 大曲柏葉３－５－１９ 〃 32,000 26,000 23.1 

6 大曲末広６－３－１０ 〃 18,500 15,500 19.4 

7 希望ヶ丘２－１－２７ 〃 21,500 18,000 19.4 

 普 通 住 宅 地 区 平 均 変 動 率 24.8 

8 共栄町４－１８－２ 普通商業 44,500 (34,400) 29.4 

9 大曲幸町７－１－３ 〃 67,000 61,000 9.8 

10 中央６－８－１０ 〃 57,000 46,000 23.9 

 普 通 商 業 地 区 平 均 変 動 率 21.0 

11 美沢１－１－３外 併用住宅 55,000 44,000 25.0 

 併 用 住 宅 地 区 平 均 変 動 率 25.0 

12 大曲工業団地３－５－１ 中小工業 25,000 21,000 19.0 

 中 小 工 場 地 区 平 均 変 動 率 19.0 

 市 内 全 体 平 均 変 動 率 23.4 
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＜ 令和 5年度の家屋に係る固定資産税について ＞ 
 

１ 令和 5年度家屋の評価の概要 

令和 5年度は、基準年度（評価替年度 令和 3年度）の翌々年度にあたるため、

既存家屋の価格は据置措置がとられています。（次回評価替えは令和 6年度とな

ります。） 

 

(１) 令和 5年度家屋における決定価格          （概要調書抜粋） 

  区  分 棟 数 床面積(㎡) 決定価格（千円） 対前年価格（千円） 

木 
 

造 

総   数 17,111 2,162,950 50,115,517 1,125,172 

法定免税点 
未満のもの 42 2,319 5,793 2,011 

法定免税点 
以上のもの 17,069 2,160,631 50,109,724 1,123,161 

木
造
以
外 

総   数 10,657 2,427,317 105,857,092 3,007,027 

法定免税点 
未満のもの 157 4,458 14,769 921 

法定免税点 
以上のもの 10,500 2,422,859 105,842,323 3,006,106 

計 

総   数 27,768 4,590,267 155,972,609 4,132,199 

法定免税点 
未満のもの 199 6,777 20,562 2,932 

法定免税点 
以上のもの 27,569 4,583,490 155,952,047 4,129,267 

非 課 税 家 屋 131 55,892   
   

区  分 棟 数 床面積(㎡) 決定価格（千円） 対前年価格（千円） 

新
増
築
分 

木  造 184 19,971 1,313,759 ▲259,357 

木造以外 68 43,403 3,408,137 184,722 

計 252 63,374 4,721,896 ▲74,635 

減
少
分 

木  造 139 15,385 203,199 40,089 

木造以外 142 15,442 312,781 181,251 

計 281 30,827 515,980 221,340 
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＜ 令和 5年度の償却資産に係る固定資産税について ＞ 

（概要調書抜粋） 

 
 

区 分 
償却資産決定価格（千円） 

令和 5年度 令和 4年度 対前年価格（千円） 

市 長 決 定 分 45,428,684 45,678,942 ▲250,258 

大 臣 配 分 6,903,467 6,836,074 67,393 

知 事 配 分 5,239,445 3,807,254 1,432,191 

合   計 57,571,596 56,323,040 1,248,556 
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令和5年度 
市税条例の改正について 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

報告第2号 
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 令和4年度末(令和5年3月)に専決処分した市税条例の一部改正  

１ 生産性革命の実現に向けた固定資産税に係る特例措置の廃止に伴う改正及

び経過措置規定の整備 

〈市税条例：附則第10条、附則第10条の2第19項、改正条例：附則第2項〉 

 

中小事業者等が令和5年3月31日までに先端設備等導入計画に従って取得をした

事業用家屋、機械装置等、構築物に対して課する固定資産税を減額する特例措置

が、令和4年度末をもって廃止することとなるため、条例に規定する該当の条文を

削除する。ただし、当該適用期間内に取得をした対象資産に対して課する固定資

産税については、従前の例により特例措置を適用できる旨の経過措置規定を整備

する。 

 

 令和5年度(令和5年第2回定例会)に提案した市税条例の一部改正   

１ 大規模修繕工事を行ったマンションに係る税額の減額措置の創設 

〈市税条例：附則第10条の2第19項、附則第10条の3第10項〉固定資産税 

 

改正マンション管理適正化法に基づく管理計画認定マンション等の一定の要

件を満たすマンションについて、長寿命化に資する一定の大規模修繕工事を令

和 7 年 3 月 31 日までに実施した場合に、当該大規模修繕工事が完了した翌年
度分の建物に係る固定資産税額を 3分の 1の割合で減額する。 

 
 
２ バス事業者が路線の維持に取り組みつつＥＶバスを導入する場合における

変電・充電設備等に係る固定資産税等の課税標準の特例措置の創設 

〈市税条例：附則第26条〉固定資産税、都市計画税 

 

地域公共交通の確保に取り組む一般乗合旅客自動車運送事業者が、カーボン

ニュートラル等への対応としてＥＶバスを導入するために充電設備等の償却資

産を取得した場合、当該充電設備等及びその用に供する土地に係る固定資産税

及び都市計画税を軽減する特例措置を創設する。 

(1) 対象資産 ＥＶバスの変電設備・充電設備及びその用に供する土地 

(2) 特例率 3分の1(最初の5年度分) 

(3) 適用期限 令和10年3月31日まで 
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